
男鹿市規則第１２号 

男鹿市障害者自立支援法施行細則の全部を改正する規則 

 男鹿市障害者自立支援法施行細則（平成１９年男鹿市規則第２３号）の全部

を改正する。 

 

男鹿市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施

行細則 

 （趣旨） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」という。）の施行については、法、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８

年政令第１０号。以下「令」という。）及び障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。

以下「省令」という。）に定めるもののほか、この規則に定めるところによ

る。 

 （介護給付費等の支給申請） 

第２条 法第２０条第１項及び第５１条の６第１項の規定により支給決定を受

けようとするとき及び令第１７条第１項第２号から第４号までに規定する負

担上限月額の適用を受けようとするときは、（介護給付費 訓練等給付費 

特定障害者特別給付費 地域相談支援給付費）支給申請書兼利用者負担額減

額・免除等申請書（様式第１号）により行うものとする。 

２ 男鹿市福祉事務所長（以下「福祉事務所長」という。）は、前項の申請に

ついて支給を決定したときは、（介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特

別給付費 地域相談支援給付費）支給（給付）決定通知書兼利用者負担額減

額・免除等決定通知書（様式第２号）を添えて障害福祉サービス受給者証



（様式第３号）、地域相談支援受給者証（様式第３号の２）又は療養介護医

療受給者証（様式第３号の３）を、承認しなかったときは却下決定通知書

（様式第４号）を申請者に交付するものとする。 

３ 福祉事務所長は、第１項の申請を受け、当該申請にかかる障害者が障害支

援区分に該当すると認めるとき又は該当しないと認めるときは障害支援区分

認定（非該当）通知書（様式第５号）を申請者に交付するものとする。 

 （支給決定の変更の申請） 

第３条 法第２４条第１項及び第５１条の９第１項の規定による申請は、（介

護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支援給付費）支

給変更申請書兼利用者負担額減額・免除等変更申請書（様式第６号）により

行うものとする。 

２ 福祉事務所長は、前項の申請に係る決定をしたときは、（介護給付費 訓

練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支援給付費）支給変更決定通

知書兼利用者負担額減額・免除等変更決定通知書（様式第７号）を申請者に

交付するものとする。 

３ 福祉事務所長は、第１項の申請を受け、障害支援区分の変更の認定を行っ

た場合は、障害支援区分変更認定通知書（様式第８号）を申請者に交付する

ものとする。 

 （支給決定の取消し） 

第４条 福祉事務所長は、法第２５条及び第５１条の１０に規定する支給決定

の取消しをしたときは、支給（給付）決定取消通知書（様式第９号）により

通知するものとする。 

 （申請内容の変更） 

第５条 令第１５条及び第２６条の７の規定による届出は、申請内容変更届出

書（様式第１０号）により行うものとする。 



 （受給者証の再交付） 

第６条 令第１６条及び第２６条の８の規定による申請は、受給者証再交付申

請書（様式第１１号）により行うものとする。 

 （特例介護給付費等の支給申請） 

第７条 省令第３１条及び第３４条の５３の規定に係る申請は、（特例介護給

付費 特例訓練等給付費 特例特定障害者特別給付費 特例地域相談支援給

付費）支給申請書（様式第１２号）により行うものとする。 

２ 福祉事務所長は、前項の申請について支給の要否を決定したときは、（特

例介護給付費 特例訓練等給付費 特例特定障害者特別給付費 特例地域相

談支援給付費）支給（不支給）決定通知書（様式第１３号）を申請者に交付

するものとする。 

 （介護給付費等の額の特例） 

第８条 法第３１条に規定する介護給付費等の額の特例の適用を受けようとす

る者は、介護給付費等利用者負担特例減額・免除申請書（様式第１４号）に

次の各号に掲げる事項を記載して福祉事務所長に提出しなければならない。 

⑴ 支給決定障害者等及びその属する世帯の生計を主として維持する者（以

下「生計維持者」という。）の氏名及び住所 

⑵ 法第３１条の規定を受けようとする理由 

２ 前項の申請をしようとするときは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 省令第３２条第１号に該当する場合 り災証明書、所得証明書、災害に

係る保険金の受領証及びその他の省令第３２条第１号に該当することを証

明する書類 

 ⑵ 省令第３２条第２号に該当する場合 医師の診断書、生命保険金の受領

証、所得証明書及びその他の省令第３２条第２号に該当することを証明す



る書類 

 ⑶ 省令第３２条第３号に該当する場合 登記事項証明書、所得証明書、雇

用保険受給資格者証及びその他の省令第３２条第３号に該当することを証

明する書類 

 ⑷ 省令第３２条第４号に該当する場合 り災証明書、所得証明書及びその

他の省令第３２条第４号に該当することを証明する書類 

３ 福祉事務所長は、前２項の規定により申請を受けたときは、申請された内

容等を審査し、障害福祉サービスに要する費用を負担することが困難である

と認めたときは、別表の定めるところにより支給割合を変更するものとする。 

 （サービス等利用計画案の提出依頼） 

第９条 法第２２条第４項に規定するサービス等利用計画案の提出依頼をする

ときは、サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案提出依頼書（様式第

１５号）により行うものとする。 

 （計画相談支援給付費の支給の申請等） 

第１０条 法第５１条の１７第１項に規定する計画相談支援給付費の支給申請

及び計画相談支援を依頼（変更）する指定特定相談支援事業者名の届出は、

計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給申請書兼計画相談支援・障

害児相談支援依頼（変更）届出書（様式第１６号）により行うものとする。 

２ 福祉事務所長は、前項の申請について支給の要否を決定したときは、計画

相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給（却下）通知書（様式第１７号）

を申請者に交付する。 

３ 福祉事務所長は、法第５条第２３項に規定する継続サービス利用支援のモ

ニタリング期間を変更するときは、モニタリング期間変更通知書（様式第１

８号）により通知するものとする。 

 （計画相談支援給付費の支給決定の取消し） 



第１１条 福祉事務所長は、計画相談支援給付費の支給取消しをするときは、

計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給取消通知書（様式第１９号）

により通知するものとする。 

 （高額障害福祉サービス等給付費の支給申請） 

第１２条 法第７６条の２に規定する高額障害福祉サービス等給付費の支給を

受けようとするときは、高額障害福祉サービス等給付費支給申請書（様式第

２０号）によるものとする。 

２ 福祉事務所長は、前項の申請について支給の要否を決定したときは、高額

障害福祉サービス等給付費支給（不支給）決定通知書（様式第２１号）を申

請者に交付するものとする。 

３ 令第４３条の５第６項に規定する高額障害福祉サービス等給付費の支給を

受けようとするときは、令第４３条の５第６項に規定する高額障害福祉サー

ビス等給付費支給申請書（様式第２２号）によるものとする。 

４ 福祉事務所長は、前項の申請について支給の要否を決定したときは、令第

４３条の５第６項に規定する高額障害福祉サービス等給付費支給（不支給）

決定通知書（様式第２３号）を申請者に交付するものとする。 

 （自立支援医療費の支給申請） 

第１３条 法第５３条第１項又は第５６条第１項の規定により、自立支援医療

費（更生医療）又は自立支援医療費（育成医療）の支給認定を受けようとす

るときは、自立支援医療費（更生・育成医療）支給認定申請書（様式第２４

号）により行うものとする。 

２ 福祉事務所長は、前項の申請を承認したときは、自立支援医療（更生・育

成医療）支給認定決定通知書（様式第２５号）及び自立支援医療受給者証

（更生医療）（様式第２５号の２）又は自立支援医療受給者証（育成医療）

（様式第２５号の３）を申請者に交付するものとする。 



３ 福祉事務所長は、第１項の申請を承認しないときは、自立支援医療費（更

生・育成医療）非該当通知書（様式第２６号）を申請者に交付するものとす

る。 

 （医療費受給者証の内容変更） 

第１４条 令第３２条第１項の規定による届出は、自立支援医療受給者証等記

載事項変更届（更生・育成医療）（様式第２７号）により行うものとする。 

 （医療受給者証の再交付） 

第１５条 令第３３条第１項の規定により自立支援医療費（更生医療・育成医

療）受給者証の再交付を申請するときは、自立支援医療受給者証再交付申請

書（更生・育成医療）（様式第２８号）により行うものとする。 

 （補装具費の支給申請） 

第１６条 法第７６条第１項の規定により補装具費の支給を受けようとする障

害者等は、補装具費（購入・修理）支給申請書（様式第２９号）により行う

ものとする。 

２ 福祉事務所長は、前項の申請を受けたときは、調査書を作成するものとす

る。 

３ 福祉事務所長は、第１項の申請に基づき支給を承認したときは、補装具費

支給決定通知書（様式第３０号）により通知するとともに、補装具費支給券

（様式第３１号）を交付するものとする。 

４ 福祉事務所長は、第１項の申請を却下したときは、補装具費不支給決定通

知書（様式第３２号）を申請者に交付するものとする。 

 （委任） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

   附 則 



 この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

１ この規則の施行の日の前日までに、この規則による改正前の男鹿市障害者

自立支援法施行細則（以下「改正前の規則」という。）の規定によりなされ

た処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされた

ものとみなす。 

２ 改正前の規則の規定により定められていた様式等については、当分の間、

所要の調整をして使用することができる。 

別表（第８条関係） 

適用事由 損害又は減収の程度 支給の割合 適用期間 

省令第32条第１号 震災、風水害、火災その他これ

らに類する災害（以下「震災

等」という。）により、支給決

定障害者等又は生計維持者の所

有する住宅、家財その他の生計

の維持に欠かせない重要な財産

（以下「重要財産」という。）

について受けた損害の総額が重

要財産の価格の10分の５以上で

あり、費用を負担することが困

難と認められるとき。 

100分の100 申請日から起

算して１年 

震災等により、支給決定障害者

等又は生計維持者の所有する重

要財産について受けた損害の総

額が重要財産の価格の10分の２

以上10分の５未満であり、費用

を負担することが困難と認めら

れるとき。 

100分の95 

省令第32条第２号

から第４号まで 

支給決定障害者等又は生計維持

者の収入が著しく減少し、当該

100分の95 



世帯の所得（年金及び給与につ

いては収入）の合計金額が３分

の２以下となったため、費用を

負担することが困難と認められ

るとき。 

備考 損害の総額は、損害を受けた金額から保険金、損害賠償金等により補填さ

れるべき金額を控除した後の金額とする。 

 


